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 序章:文献レヴューと章闘の関係
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 第豊章:垂直的市場講とマージン設定

 本章は,まず従来の逐次独占,再販制および垂直的統合のモデルに加えて,新たに小売業者をリー

 ダーとする逐次需要独占モデルを構築する。次に,このモデルにおいて,小売業者のり一ダーシップ

 の及ぶ範闘が費用条件に応じて変動することを利用して,生産者から小売業者へのり一ダーシップの

 移行が,必ずしも小売価格を引き下げないこと,一方のり一ダーシップが他方のマージン設定を許さ

 ないほど強い場合には,垂直的市場構造の如何にかかわらず,均衡下の愛馬構造は等しくなり,小売

 価格は,製販それぞれがマージンを設定する場合よりも低くなることを示す。また,マージン設定が

 単一あるいは二重の場合に,り一ダーシップの所在が規定する嚢直的竃場構造と,それに付随する均

 衡費罵構造,あるいは費矯条件に応じて,製販を通じたマージンと利潤,小売価格ならびに社会的余

 剰の問には如何なる関係が成立するのかを解明する。続いて,製版の個別マージンと個別利潤の間に

 は,これからは読み取れない関係が成立することを詳述する。

 (対応論文:若生徹(瞬囎ソ垂直的市場構造とマージン設定」,『地域掌研究』,29:郡一盈26.)

 第露草:共購事業を媒介とした不動産業の後方統合の効果

 Gree織厩蹴δ磯城60)(B7参)は,逐次寡占者の垂直的統合が相互の利潤を増加させる場合,産業の産

 出量は増加し,最終財価格は低下することを明らかにした。

 本章は,GOの分析を拡張し,販売部門のみを持つ不動産業者が,土地斯有者との共同事業を媒介

 として,川上の生産段階に業務を展開するケースを考察する。まず,各不動産業者の既存販売部門が,

 複数の土地所有者の生産部門を後方統合しうる場合,その産出効果は,董対茎の統合を形成する場合

 よりも小さいことを証明する。次に,社会的厚生は統合とともに増進する傾向があるが,更なる統合

 が既存販売部門を核としてなされる場合には,却って低下することを示す。そして,後方統合は先発

 共同事業者の利潤を増加させるが,利潤の減少した残りの独立企業が,その奪回を目指して産業内の

 一!61一

肇



統合を進展させる
明らかにする。さ

 出す。

(対応論文:若生徹(
 『地域学概究』,24:16M75.)

第3章:垂直的市場構造の異質化を伴う空聞
チェーン店のロー

じた総費用を低下させるだけでなく,両者間

本章は,生産者の
の市場の相互依存
考察する。まず,

下げる(引き上げ
下げ,チェーン化
す。さらに,チェ
その顧客のみなら

 る。

(対応論文:W3ko,
臨撫S撫。餓",Rεγ締4働αη副R礁・謝

 第嬉章:半開放流通系列

我が国の自動車産
ているが,家電産
ている。すなわち

放流通機構(不完全
モデルを用いて,
完全系列)よりも

 すれば,彼等の結論は,もはや妥当しない。

本章は,まず,生

的流通機構(製販
を明らかにする
が彼等にこれま
て,系列全面崩壊
有利なチャネル

 系列グループの製版の個別利潤を,

(繋応論文:W3ko,T
 亜〔):539-556.)

 第5章:空間的懸格差購化の産出勧果再考

Gree油誠a認0搬(垂
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 のそれよりも大きいことを明らかにした。しかし,この結論は,仮定される基礎需要関数の凸性が,

 例えば熊ega童lveexpoηe麟31蝕豊。獅戴よりも弱い場合に,すなわち,消費者の空間的個別需要関数の弾力
 性が,企業からの距離の増加関数である場合に得られたものであった。

 本章は,空間的個別需要関数が,企業からの距離の減少関数である場合にも(すなわち,企業からの

 距離がゼロの場合の基礎需要関数が,切片を持たないほど極端に凸であっても),こ.の結論が変わらな

 いことを明らかにする。

 (対応論文:(強気騨.錨dT.W&ko(衿器)“丁臨Oゆ甑£饒。亀so仔S鯵重1&擁》lsc撫1濾勧鶴翼evisl重ed'、海脚1φ

 Rε9纏認So纏。ε,28:83-87、)
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 第6章:競争的立地の形態と地代収入

 本章は,0盤職As蹴1鐡6Ko臨ase(OA監X董勢0)の提起した空間経済における家計,企業,地主の3部
 門一般均衡モデルを拡張し,企業が集中的に立地するか分散的に立地するかで,都市に発生する地代

 (総額)にどの程度の違いが生じるのかを究明する。
 OAKは,空間的独占およびL6s畿型の分散的競争下の地代の諸性質を明らかにしたが,本章は,彼

 等の分析を一歩進めて艶簸麟。銑を特定化し,総地代を具体的に求めて,その大きさを比較する。ま

 た,OAKは,集中的競争下では労働力を巡る競争が賃金の上昇を招くという仮説を立て,それに基づ

 いて地代が上昇するという結論を導いた。これに対し,本章は,新たにCo麟。重型の集中的な空間的

 労働市場モデルを構築し,最適雇用量と最適賃金率を用いて,理論的に集中的競争下の驚齪聾。鐙eと

 総地代を求める。さらに,立地の形態ごとの地主の地代収入を比較し,総地代の貯蓄転換を通じた資

 本蓄積効果は,集中立地を想定したほうが,分散立地の場合よりも著しく大きいことを明らかにする。

 (対応論文:若生徹(1男2)「競争的立地の形態と地代収入」,『地域学概究』,22:243-25狭)

 終章:結論と今後の課題

 参考文献:

 A鱗lo醜,Pla磁駐8磯。軽妙87〉鎚Co膿r我。重s農s&膨a麟e質oe簸賦ア',,・4灘8酉。磁Eoo搾。灘必権γガ幽,77:38840L

 G奮ee曲漉,醗.L.鐡亟擁.{)賑験(珍72)“0雛恥膿麟簸derA髭er黙書lveS鉾盤聾嘱。撫gTec㎞量卿es'つ,護耀εr鉛ακEoo禰。醐記

 Rεv∫εwっ62:705-7翌3.

 Gree簸織ML麟狂0撫(誰97参)“V鋪。&1豆醗eg眼愈lo簸ofS朕ccesslveαlgo欝。蕪sお",細鋤齪E60灘。耀o

 Rε諺騨,6タ:13744釜.

 0魏既}{.,YAs&癬鐡諺」.Ko鼓脹ase(董鰹〔))“La磁,しめor躍纏曾r(x賊。立M[arke宜s獺αerSp識量alM[o賎(}脚lya簸d

 Sp3額農lCo膿欝e鹿沁鼓フ～1簸A厭々ノケ躍麹κ編雌ノ～ε9ゴ。控α1翫まε罵ε(e磁麓d晦y躍ε離農sC臨麓e鱒罐翻翼。駝醜Kt蒐e盤e)玉P
  {o膿。欝。ぞW雄er至s磁,Lo羅。翻:臨。醗纒鐡.

 臨s灘se鶏,量.β.ラ」.M鼠賊seyera鑓」.&W最eyJ肌砂9丑)咽惑磁excl縫slo龍",、勉副。翻Eωηo躍。ノ～8v'εw,81:

 豊玉374璽45.
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 論文審査結果の要旨

 本論文は従来の価格理論に、卸売市場の概念と経済空間を導入し、市場の垂直的構造と水平的構造を吟味

 し、より現実的な流通と立地の理論を構築するもので、序章、本論6章及び終章から成る。

 序章では、市場構造を分析するこれまでの代表的モデルについてリビューを行い、それぞれの限界を指摘

 し、本論文でどのようにそれらの問題点を克服するかに関するロードマップを示している。

 第1章では本論文の新機軸の一つである小売業者をリーダーとする逐次需要独占モデルを構築し、従来の

 モデルと比較してり一ダーシップが生産者から小売業者へ移行しても、費用関数の弾力性次第で小売価格は

 必ずしも低下しないことなどを示した。これは大きな独創的貢献である。

 第2章では、先行研究で設定されている垂直的統合モデルを発展させ、不動産業者が土地所有者との共同

 事業を媒介として川.ヒの生産段階に業務を展開する状況で、各不動産業者の既存販売部門が複数の土地所有

 者の生産部門を後方統合しうる場合、その産出効果はi対1の統合を形成する場合よりも小さいことを明ら

 かにした。これは先行研究とは異なる結論であり、新しい知見である。

 第3章は生産者のチェーン店チャネルと単独店チャネルの生み出す異質的費用構造が、川上と川下の市場

 の相互依存関係を通じて、市場領域、卸売価格、及び小売価格に及ぼす影響を綿密に分析している。そこで

 はチェーン化は一般に社会的厚生の向上には寄与するが、残った単独店とその顧客などには犠牲を強いるこ

 とになるという分配上の問題を指摘している。これは産業政策を立案する上で、重要な知見である。

 第4章は半開放流通系列の分析であり、本論文で最も独創的部分の一つである。そこでは、生産者が希望

 小売価格を維持する小売業者の損失をリベートで補填すれば、選択的流通機構下では生産者、販売者の各利

 潤は開放的流通機構下のそれを上回ることを明らかにした。さらに、一部の小売業者が系列から離脱して非

 系列小売業者になったときに、生産者が彼らにこれまで通りの出荷を続ければ、脱退者の利潤は増加するが、

 系列グループの利潤は減少し、系列の全面崩壊を引き起こすこと、それを避けるためには生産者は残った系

 列小売業者に有利な出荷調整とリベート支給を続ける必要があることを明らかにした。これはきわめて独創

 的な貢献である。

 第5章は古典的価格差別化の産出効果を再考するもので、空間的個別需要の価格弾力性が企業からの距離

 の減少関数である、という通常とは異なる条件の下でも、空間的差別価格政策の産出効果は非差別価格政策

 のそれよりも大きいことを証明した。これは、社会厚生の観点から企業の価格政策を規制すべきか否かの問

 題を考究する際の基礎的理論命題として意義深い。

 第6章では空間経済における企業の集中度が都市内地代総額に与える影響を分析している。先行研究では

 想定されていないクールノー型の集中的・空間的労働市場を導入し、企業の集中立地の下での総地代が分散

 立地の下のそれよりも顕著に大きいことを明らかにした。これは新しい知見である。

 終章では各車の主な結論が纏められ、研究上の今後の課題が述べられている。

 以上要するに、本論文は従来の価格理論の枠組みに卸売市場と空間経済の概念を導入し、企業と家計が空

 間的に分散立地する現実を定式化し、流通と立地を分析するための新たな理論的基礎を構築したもので、情

 報科学の発展に寄与するところが少なくない。

 よって、本論文は博士(情報科学)の学位論文として合格と認める。
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